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大幅な超過排出を回避する3
シナリオでは
2030年に電力の５～６割を
自然エネルギーにすること
が提案されている

Source：IPCC ”The Summary for Policymakers of the Special 
Report on Global Warming of 1.5°C (SR15)” （2018年10月）

IPCCの特別報告書は、1.5℃目標を達成す
るシナリオとして、2030年の時点で世界の電
力の48％から60％を自然エネルギーで供給
することを想定している。

世界では既にこのレベルに挑む野心的な
目標を定める国や地域も登場してきている。

気候危機を回避するために：エネルギー転換の促進を
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・原子力発電20～22％は実現不可能。
・自然エネルギー電力は、原状政策でも政府見通しは上回り30％程度になると予測。
・石炭火力が「非効率」設備の休廃止で26％に抑えられたとしても、化石燃料発電が63～67％となり、
電力部門のＣＯ２排出量は政府目標を上回る。

2050年排出ゼロ実現へ、自然エネルギー電力を45％以上に高めることが必要

（出典）自然エネルギー財団「2030年エネルギーミックスへの提案（第1版）」2020年８月

日本の2030年戦略：政府見通しと財団の推計、提案
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日本でもエネルギー転換の促進を



4 出典）自然エネルギー財団-Agora-LUT 2050スタディ

2050年 CO2実質排出ゼロを実現するエネルギーミックス
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日本でもエネルギー転換の促進を

安価で大量の自然エネルギー導入が鍵

必要となる自然エネルギー電力は、現在の総発電量の約1.5倍から2倍に達する
１．太陽光発電

• 最もコストの低い電源として、急速に導入が進む
• 2050年では524GWに達する設備容量となる

２．風力発電
• 北海道、東北を中心に増加
• 水素製造を国内で行うか否かで必要量が大きく異なる
• 2050年で118～343GW（水素輸入50％vs国産ケース）

１ エネルギー需要の減少
需要想定：人口減20％を前提に、活動量の減少と省エネで20％～30％減

２ 電化の促進による効率化でエネルギー消費量が大幅に減少
電化による効率化で約30％のエネルギー削減

• 家庭・業務部門は2040年でオール電化
• 運輸部門では、重量車以外でのEV化が進行
• 産業部門では、高温熱需要以外で電化が進行

３ 電力は100％自然エネルギーで供給
４ 高温熱需要など、電化が難しい用途は

グリーン水素、Ｅ燃料を供給
グリーン水素の50%を海外から輸入するケースも想定

199
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GW

世界：

2000年の36倍

623GWに

日本：

2000年の38倍4GWに

2010年以降停滞気味

世界の風力の伸び
2019: 32GW -> 623GW China 25GW

source:  Global Wind Energy Councilより自然エネルギー財団作成

2012：7月固定価格制度導入
10月環境影響評価法導入

2007：建築基準法改定

2011：建設補助停止
日本の風力の伸び
x38 from 2000
2019 total: 3.8GW

世界で進むエネルギー転換：風力



日本の風力拡大を阻む課題−系統・土地制約
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従来、自然エネルギーの拡大を阻む課題としてコスト問題が指摘されてきた。自然エネルギーは基本的に設置時に投資が集中するため、投資

回収の見通しを適切にたてることで投資拡大が進む。さらに拡大によりコスト全体が下がっていく。こうした市場拡大を後押しするための施策

として、これまでは買取価格の引き上げなどが実施されてきた。しかし、日本では、それ以前に、系統制約や土地制約が風力の市場参入を阻み

、コストを押し上げの要因ともなっている。日本の固定価格買取制度導入とほぼ同時に導入された環境影響評価への対応も、土地制約の一つと

して、固定価格買取制度導入から現時点でまで、ほとんど風力発電の導入が増えない大きな要因となっている。

現在の環境影響評価手続の課題：手続期間の長期化

◎要因の例
・現地調査事項（生態系など）について既存情報が少なく、一つ一つの案件で時間をかけた調査が必要となる。

・各分野の専門家で構成される審査会等から、事後的に指摘を受け追加調査を求められるリスクを考慮するため、
事業者判断で調査項目の合理化・絞り込みを進めることが容易ではない。

◎義務的な詳細アセス（第一種事業）の対象は98.6%*におよぶ
→ ほぼすべての風力発電所が課題に直面

*）一般社団法人日本風力発電協会「風力発電の主力電源化の実現を目指して」第1回再生可能エネルギー等に関する規制等の総点検タスクフォース資料3-1，p.12



環境影響評価手続における課題
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土地改変面積の観点で火力発電の規模要件（15万
kW）の敷地面積（約5ha）と同程度の風力発電の規
模として1万kWを考慮すべきとの意見

出典：環境省資料を基に作成

風力発電の占有面積は小さい
6.6万kWの規模の発電所で、農地の永久転用面積は1.5ヘクター
ル程度、施工のための一時転用面積は2.2ヘクタール程度とな
っており、合計しても4ヘクタール以下（郡山市の例）

2MW風力発電機の設
置に必要な面積

自然エネルギー開発を制約する法規制・制度の課題

出典）すべて、自然エネルギー財団 「風力発電の導入拡大に向けた土地利用規制・環境アセスメントの検討」（北風亮、2017年）より

出典：環境省資料を基に作成
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環境影響評価手続における課題解決の方向性

課題解決の方向性
1．詳細アセスを義務的に実施する風力発電所（第一種事業）の規模要件の引き上げ

2．一方的な説明会ではなく、地域での公聴会やアセス情報の公開手続を備えた簡易なアセスメント手続を新設し、

手続の合理化を図りつつ、詳細アセスの要否を判定するスクリーニングを実施する。

→ 簡易アセスメントの法改正に向けて早急な検討を開始すべき

3．環境基盤情報・データベースの重点的な整備

→ 国による調査の充実、アセス図書の公開をさらに進めるべき

4．事業者と地域との対話・意見交換の充実などを通じ、方法書手続の段階でのスコーピングを実質化する

前提：環境影響評価手続の重要性
◎ 一方で、日本で風力発電を大量導入していくためには、風力発電事業の透明性とともに、パブリックアクセプ
タンスを高めていく必要がある。環境影響評価は、その一つとして、非常に重要な手続きである。
◎ 環境影響評価は、風力事業にとって、環境保護の観点から欠かすことのできないものであり、手続きの抜け穴
を塞いでいく必要があり、それが風力発電事業全体のアクセプタンスの向上につながる。
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環境影響評価手続における課題解決の方向性

出典）自然エネルギー財団 「風力発電の導入拡大に向けた土地利用規制・環境アセスメントの検討」（北風亮、2017年）より

課題解決の方向性



10

参考）環境影響評価情報支援ネットワークの活用

環境省 http://assess.env.go.jp/2_jirei/2-5_toshokokai/index.html

◎ 環境アセスメント事例情報、事

例全国マップ、縦覧期間終了後の環

境影響評価図書の公開、事例統計情

報を公開している。

◎ 縦覧期間終了後の図書公開は、

事業者の協力を得ての公開となって

いるが、少なくとも事業期間終了後

までは、全事業情報の公開とすべき

である。

http://assess.env.go.jp/2_jirei/2-5_toshokokai/index.html
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参考）海外のさまざまな例

https://www.doc.govt.nz/Documents/science-and-technical/sfc289entire.pdf

https://www.marinedataexchange.co.uk/

https://naturstyrelsen.dk/media/132695/first-year-monitoring-bats-birds-oesterild.pdf

イギリス クラウンエステイト
の海洋情報ウェブサイト

Marine Data Exchange
https://tethys.pnnl.gov/sites/default/files/publications/Rydell-et-al-2012.pdf

https://www.doc.govt.nz/Documents/science-and-technical/sfc289entire.pdf
https://www.marinedataexchange.co.uk/
https://naturstyrelsen.dk/media/132695/first-year-monitoring-bats-birds-oesterild.pdf
https://tethys.pnnl.gov/sites/default/files/publications/Rydell-et-al-2012.pdf
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参考）日本でもエネルギー転換の促進を

日本の多くの主要企業が自然エネルギーの拡大を望んでおり、

陸上風力発電の役割拡大は必須。

ーーー

2021年1月18日 日本経済新聞意見広告

再生可能エネルギー目標引き上げを求める JCI メッセ―ジ

2030年度の再生可能エネルギー電力目標を40～50%に

2050年カーボンニュートラルは、欧州各国、日本、韓国、カナダ、ニュージーランド
、さらに本年には米国も加わり、120 カ国以上が目指す世界の共通目標になっていま
す。実現の鍵は、エネルギー効率化と共に、再生可能エネルギー電力の大幅な拡大を
いち早く進めること。欧州各国や米国諸州は、2030年までに40～74%という高い導入
目標を決めています。

これに対し、日本の現在の2030年度目標は22～24%。世界の取り組みを日本がリー
ドするためには、もっともっと意欲的な水準への引き上げが必要です。高い目標が定
まれば、再生可能エネルギーの導入を加速させ、日本の企業は脱炭素化の進む世界の
ビジネスの中でより大きな役割を果たし、気候危機回避に向けた挑戦に一層積極的に
貢献できるようになります。

世界とのビジネスに関わる私たちは、本年策定される次期エネルギー基本計画で、
2030年度の再生可能エネルギー電力目標を40～50%とすることを求めます。

2021年1月18日


